


 

















設計図はＡ３判とし、
右半分を図面として差
し支えない。 





総単（1000万以下）における「支援ソフト」を用いた査定の留意事項 
 

 支援ソフトは、総合単価を用いた（積上併用は可）災害査定にのみ
適用でき、かつ被災全体がほぼ正面から写真に納まる現場でのみ
活用できる。つまり、急峻な地形、斜めからしか撮影できない箇所に
おいては、活用できない。 

 

１）総合単価をもちいた査定は、査定官・立会官が一目に被災状況・
起終点・延長・寸法等確認できる資料が必要であり、ソフトが自動に
出力した図面だけでは、その数値の信頼性を確認し得るものがない
ため、ソフトを使用しつつも、検算（ソフトが出力したデータの再確認
）ができる資料を添付する必要がある。 

 

 以下に、ソフトの数値の検算及び査定官・立会官の数値の信頼性
の確保を目的とし、システムを用いた場合の現地の写真撮影におけ
る留意事項とした。 

 



①復旧延長について（従前どおりの測量・撮影） 

 復旧延長は、従前の測量と同じ、テープにおいて実測をし、2mポールと２ｍ間隔で赤いリボンをつ
けて写真を撮影する。起終点の査定杭に２ｍポールを立てる。 

 

②起点・終点の写真（従前どおりの撮影） 

 起終点写真は、従前の測量と同じとする。被災延長を決定する際にもっとも重要となる資料であり、  

（特に３００万円以下の机上査定では写真がすべてとなるため、見方を変えた２，３枚を撮影する。） 

 

③横断の写真（従前とは異なる撮影） 

 査定申請写真を撮影するのに従前は４～６名の人員で、標準１断面をポールで測量・撮影していた
が、システムを用いた災害申請においては、ターゲットと呼ばれる的を貼り付け写真撮影する。 

 申請者及び査定官が、システムを用いた被災断面の検証として、代表的な被災断面が把握できる２

点間を１名の人員がポール２本で測定するとともに、５ｍスタッフで概ねのＳＬを把握し、システムから
出力される断面と比較し、横断検証写真として添付する。 

 

④その他写真（従前どおり） 

河川水深、洪水痕跡、既設勾配、被災状況等は、システムとは関係ないため、従前どおりの写真を撮
影し添付する。 

 特に、河川災害において、水の中の断面はシステムでは対応していないため、計画河床等を把握
するため、ポール等で測量・撮影した写真を添付するとともに、システムから出力された被災断面を修
正し対応する必要がある、 
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2500万円の県単独予算要求
資料に活用 









モデルが作成できていない 

写っていない 
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 Photog-CADは、未完成 

 →たくさんの人が使ってはじめて完成 

 Photog-CADに力点を置くのではなく災害査
定の全体流れを再度見直す。 

 →査定＝実施設計という考えを見直す 

 1つソフトを通すことで、標準化を目指す。 

 →災害応援の迅速化（ローカルルール小） 

長年培われた方法をダイナミックに変えるので
はなく、ちょっとだけ楽をする。 

（いきなり大きくやり方を変えずに見直していく） 

 


